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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間
自　平成21年４月１日　　至　
平成21年６月30日

自　平成22年４月１日　　至　
平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 (百万円) 8,769 9,871 71,589

経常損益 (百万円) △　355 △　391 3,705

四半期(当期)純損益 (百万円) △　373 △　450 3,283

純資産額 (百万円) 4,703 7,890 8,349

総資産額 (百万円) 43,896 41,189 50,348

１株当たり純資産額 (円) △　32.59 △　7.84 △　4.27

１株当たり四半期(当期)
純損益

(円) △　2.58 △　3.07 22.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― 10.72

自己資本比率 (％) 10.7 19.2 16.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,880 2,446 6,372

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △　451 △　95 △　997

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △　1,080 △　515 △　1,580

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,229 6,511 4,675

従業員数 (名) 880 866 860

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３　△印は損失またはマイナスを示しております。 

４　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在いたしますが、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 866 〔   239 〕

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 858 〔　 207 〕

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

四半期報告書

 3/35



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間(百万円)

(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)

建設事業

アスファルト舗装 7,206 －

コンクリート舗装 91 －

土木工事等 2,215 －

計 9,513 －

舗装資材製造販売事業 3,641 －

その他 30 －

合計 13,185 －

(注）セグメント間の内部取引については相殺消去しております。

　

(2) 売上実績

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間(百万円)

(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)

建設事業

アスファルト舗装 4,869 －

コンクリート舗装 74 －

土木工事等 1,255 －

計 6,198 －

舗装資材製造販売事業 3,641 －

その他 30 －

合計 9,871 －

(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　主要相手先別売上状況 

　総売上高に対する割合が100分の10以上に該当する相手先は次のとおりであります。 

　　　前第１四半期連結会計期間

　　　　　該当する相手先はありません。

　　　当第１四半期連結会計期間

　　　　　該当する相手先はありません。

３　セグメント間の内部取引については相殺消去しております。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、工事の進捗が第４四半期連結会計期間に集中するため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多く

なる傾向にあり、当社グループの売上については季節的に大幅に変動いたします。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

　
「建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況」

①　受注工事高、完成工事高及び繰越工事高
　

期別 工種別

期首繰越

工事高

(百万円)

期中受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

期中完成

工事高

(百万円)

期末繰越

工事高

(百万円)

前第１四半期累計期間

 
(自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装 16,266 6,661 22,928 3,652 19,275

コンクリート舗装 － 35 35 35 0

土木工事等 4,157 1,791 5,949 1,124 4,824

計 20,424 8,488 28,913 4,812 24,101

当第１四半期累計期間

 
(自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日)

アスファルト舗装 13,065 7,111 20,176 4,784 15,391

コンクリート舗装 375 91 466 74 392

土木工事等 3,792 2,215 6,008 1,255 4,753

計 17,233 9,417 26,651 6,114 20,536

前事業年度

 
(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

アスファルト舗装 16,266 38,761 55,028 41,963 13,065

コンクリート舗装 － 961 961 586 375

土木工事等 4,157 7,267 11,424 7,631 3,792

計 20,424 46,990 67,414 50,181 17,233

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高に

その増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれます。

２　期末繰越工事高は、(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)に一致します。

　
②　受注工事高

　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前第１四半期会計期間
 
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装 2,147 4,513 6,661

コンクリート舗装 － 35 35

土木工事等 866 925 1,791

計 3,013 5,475 8,488

当第１四半期会計期間
 
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

アスファルト舗装 2,510 4,600 7,111

コンクリート舗装 6 84 91

土木工事等 1,062 1,153 2,215

計 3,578 5,839 9,417

前第１四半期会計期間の主な受注工事

東日本高速道路株式会社 東北自動車道加須管内舗装補修工事

国土交通省中部地方整備局 平成２１年度三河地区歩道舗装工事

当第１四半期会計期間の主な受注工事

東日本高速道路株式会社 東北自動車道花巻～安代間舗装補修工事

阪神高速道路株式会社 舗装補修工事（２２－１－大管）
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③　完成工事高
　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前第１四半期会計期間
 
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装 1,145 2,507 3,652

コンクリート舗装 － 35 35

土木工事等 210 914 1,124

計 1,355 3,456 4,812

当第１四半期会計期間
 
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

アスファルト舗装 1,515 3,269 4,784

コンクリート舗装 37 36 74

土木工事等 212 1,042 1,255

計 1,766 4,347 6,114

前第１四半期会計期間の主な完成工事

東京都 路面補修工事（１の９・遮熱性舗装）

国土交通省四国地方整備局 平成２０年度東ハゼ町電線共同溝工事

当第１四半期会計期間の主な完成工事

国土交通省関東地方整備局 道玄坂１丁目舗装修繕工事

国土交通省中国地方整備局 尾道・松江自動車道世羅第１舗装工事

　
④　繰越工事高(平成22年６月30日現在)

　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

アスファルト舗装 9,220 6,170 15,391

コンクリート舗装 258 134 392

土木工事等 3,218 1,534 4,753

計 12,697 7,839 20,536

平成22年６月30日現在の主な繰越工事

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路沼津長泉地区調整池工事

西日本高速道路株式会社 阪和自動車道海南～有田舗装工事

　
「舗装資材製造販売事業における製造及び販売状況」

　

期別

アスファルト合材 その他
売上金額
(百万円)

売上高
合計
(百万円)生産実績

(千ｔ)
売上数量
(千ｔ)

売上金額
(百万円)

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

369 337 2,691 1,162 3,854

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

351 309 2,576 1,035 3,612

(注) １　アスファルト合材の生産実績と売上数量との差異は、当社の請負工事に使用した数量であります。

２　その他売上金額は、アスファルト乳剤、砕石等の販売による売上高であります。

　
「その他における売上状況」

前第１四半期累計期間 14百万円

当第１四半期累計期間 15百万円
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当社グループの建設事業および舗装資材製造販売事業におきましては、第１四半期から第３四半期に

比べ、第４四半期の売上が占める割合が相対的に高く、一方、事業運営にかかる費用については年間を通

じて恒常的に発生することから、当社グループの売上および損益の状況は季節的に大きく変動いたしま

す。

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出の増加や各種経済対策の効果により持ち直し

の動きが持続したものの、雇用・所得環境は厳しく、また、欧州の信用不安や米中景気の先行き懸念を背

景に世界経済の不透明感が強まるなど、依然として予断を許さない状況が続きました。

道路建設業界におきましても、公共事業費の抑制傾向に加え、民間建設需要の低迷により建設投資全体

の縮小が続くなか、工事受注、製品販売を巡る企業間競争は熾烈を極め、さらには主要資材であるアス

ファルトの仕入価格も上昇基調を示すなど、事業環境は一段と厳しさを増してまいりました。

このような情勢のもと、当社グループでは、収益の源泉となる工事受注の確保や舗装用資材の販売促進

等に全力を挙げて取り組むとともに、引き続き、効率性の向上やコストコントロールの徹底に注力し、収

益の改善に努めてまいりました。

しかしながら、当第１四半期連結会計期間の業績につきましては、受注高（製品売上高および不動産事

業等売上高を含む）は131億85百万円（前年同期比5.8％増）、売上高は98億71百万円（前年同期比

12.6％増）を確保したものの、損益においては、舗装資材製造販売事業における販売数量の減少や原材料

価格の高騰が影響し、経常損失は３億91百万円（前年同期は３億55百万円の経常損失）、四半期純損失は

４億50百万円（前年同期は３億73百万円の四半期純損失）となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

なお、完成工事高、売上高および売上総利益についてはセグメント間の内部取引高等を含めた調整前の

金額をそれぞれ記載しております。

 「建設事業」

建設事業につきましては、受注高は95億13百万円、完成工事高は61億98百万円、売上総利益は12百万

円となりました。

 「舗装資材製造販売事業」

舗装資材製造販売事業につきましては、売上高は48億66百万円、売上総利益は３億87百万円となりま

した。

 「その他」

その他の事業につきましては、売上高は１億60百万円、売上総利益は33百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

「資産の状況」

資産の状況につきましては、固定資産は前連結会計年度末と比較し27百万円の増加となりましたが、

売上債権の減少などにより流動資産は91億85百万円の減少となり、当第１四半期連結会計期間末の資

産合計は、前連結会計年度末と比較して91億58百万円減少し、411億89百万円となりました。

「負債の状況」

負債の状況につきましては、仕入債務が減少したことや借入金の一部を返済したことなどにより、当

第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較して86億99百万円減少し、332億98

百万円となりました。なお、当第１四半期連結会計期間中に、前連結会計年度末において流動負債に含

まれていた１年以内に返済期日を迎える長期借入金のうち101億50百万円について借換えを行ったこ

とにより、流動負債は前連結会計年度末と比較し179億78百万円の減少、固定負債は92億79百万円の増

加となりました。

「純資産の状況」

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、四半期純損失４億50百万円を計上したことにより、前

連結会計年度末と比べて４億59百万円減少の78億90百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」

当第１四半期連結会計期間におきましては、税金等調整前四半期純損失４億27百万円を計上したも

のの、売上債権の回収が進み、完成工事未収金や売掛金が減少したことなどにより、営業活動による

キャッシュ・フローは、24億46百万円の資金増加（前年同期は38億80百万円の資金増加）となりまし

た。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

当第１四半期連結会計期間におきましては、舗装資材製造販売事業にかかるプラント設備の更新を

実施したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは95百万円の資金減少（前年同期は４

億51百万円の資金減少）となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などによ

り、５億15百万円の資金減少（前年同期は10億80百万円の資金減少）となりました。 

　

以上の結果、当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の

期末残高と比べ18億36百万円増加し、65億11百万円となりました。 

　

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当社グループは「（6）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し」に記載

のとおり長年にわたり厳しい事業環境を強いられており、このような状況に対処すべく当社およびグ

ループ各社では、従前より収益力の向上と財務体質の強化に全社を挙げて取り組んでおります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重

要な変更および新たに生じた課題はありません。
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(5) 研究開発活動

近年、道路建設事業を取り巻く環境は大きく変化しており、環境保全に対する関心の高まりや公共工事

の品質確保の促進に関する法律の施行などにより、企業の技術力や提案力が工事受注、製品販売に与える

影響は、今後ますます大きくなる状況にあります。　　　　

このような状況のなか、当社におきましては、環境負荷の低減やコスト圧縮、資源の有効利用等、社会の

ニーズが高まっているテーマを中心に研究開発を行なうとともに、高品質、高付加価値の施工、商品の提

供に努めております。

なお、当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、59百万円となりました。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当社グループは長年にわたり厳しい事業環境を強いられており、公共事業費の縮減傾向が続くなか、今

後とも業界における企業間競争は熾烈を極めていくものと認識しております。また、顧客ニーズの多様

化、構造改革への社会的要請の高まりなど、建設産業は大きな転換期を迎えており、そのなかで企業が競

争の優位性を確保していくためには、新たな市場環境への迅速かつ適確な対応が必要不可欠となってお

ります。　　

このような状況を踏まえ、当社グループでは事業環境の変化に即応する対応力を強化するため、経営資

源の効率的な活用はもとより、公共工事における入札制度の動向を見定めた体制整備、今後とも成長が見

込まれる環境関連事業の拡充、さらには事業活動の基礎となる人材の確保育成を重点施策として位置づ

け、引き続きこれらの実践に総力を挙げて取り組んでおります。

また、安定した経営基盤の確立に向け、あらゆる部門においてコストコントロールを徹底するなど、全

社を挙げて収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、顧客をはじめとするすべてのステークホル

ダーの信頼を克ちとるべく、業績の回復はもとより、環境保全や品質確保、内部統制システムの整備など

への取り組みをより一層強化し、中長期的な企業価値の向上に努めてまいる所存であります。

なお、当社グループの経営成績は、経済情勢や資材価格、金利の動向等により変動する可能性があり、業

績に影響を与える可能性のある事項の詳細につきましては、第61期有価証券報告書（平成22年６月29日

提出）第一部　第２「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努め

ております。ここ数年の建設投資全体の動向を鑑みると、今後も当社グループを取り巻く事業環境はさら

に厳しさを増すものと予想されます。

このような状況を踏まえ、当社グループでは、将来にわたって生き残りを図るため、さらなる収益構造

の改善と財務基盤の強化に向け、各施策に取り組んでまいる所存であります。
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(8) 自己株式（優先株式）の取得について

優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制するため、平成22年７月22日開

催の取締役会において、Ａ種優先株式の一部およびＢ種優先株式の一部について、当社定款に定める取得

条項に基づき、次のとおり取得することを決議いたしております。

①Ａ種優先株式の取得

取得株式の種類 ： 世紀東急工業株式会社　Ａ種優先株式

取得株式の総数 ： 1,000,000株

取得価額 ： 525,000,000円（１株あたり525円）

取得予定日 ： 平成22年８月31日

取得する相手方 ： 東急建設株式会社

②Ｂ種優先株式の取得

取得株式の種類 ： 世紀東急工業株式会社　Ｂ種優先株式

取得株式の総数 ： 1,970,000株

取得価額 ： 985,000,000円（１株あたり500円）

取得予定日 ： 平成22年８月31日

取得する相手方 ： フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合

　

なお、文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したも

のであります。

　

　

「第２　事業の状況」における売上高等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更ならびに重要な計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 481,600,000

Ａ種優先株式 6,000,000

Ｂ種優先株式 12,400,000

計 500,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 128,972,037128,972,037
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式　※４、５

Ａ種優先株式　※１ 6,000,000 6,000,000 ― ※２、４、５

Ｂ種優先株式　※１ 11,800,00011,800,000― ※３、４、５

計 146,772,037146,772,037― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成22年８月１日から本四半期報告書提出日までのＡ種優先株式およびＢ種優先株

式の取得請求権行使に伴い発行された株式数は含まれておりません。

２　※１　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当いたしております。

３　※２　Ａ種優先株式の内容

Ａ種優先株式に設定している「普通株式を対価とする取得請求権」には、株価を基準とする行使価額修正条項

が付されており、本株式取得の対価として交付される普通株式数は、下記（7）の方法により、取得請求権行使の

都度、上限転換価額（当初転換価額の100％に相当する額）および下限転換価額（当初転換価額の60％に相当す

る額）の範囲内で修正される転換価額に基づき算定されます。

なお、提出日現在発行されているＡ種優先株式の全てについて取得請求権が行使された場合、取得の対価とし

て交付され得る普通株式数は、最大100,000,000株（提出日現在の発行済株式総数に対する割合は68.13％）であ

ります。

また、Ａ種優先株式には、下記（2）および（8）のとおり「金銭を対価とする取得条項」および「普通株式を

対価とする取得条項」が設定されております。

株式の内容の詳細は、次のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種

優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項

当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、平成20年10月１日以降、いつで

も、法令の手続に従いＡ種優先株式を買受けることができる。

また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ａ種優先

株式の全部または一部を取得することができる。ただし、Ａ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式

の決定は、取締役会の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ａ種優先株主又はＡ種優

先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株につき払込金額に105％を乗じた価額とする。
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(3) 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、平成18年７月１日以降平成28年７月31日までの間において、毎年７月１日から同月31日ま

での間(以下「償還可能期間」という。)、各償還可能期間開始時点の最終事業年度の貸借対照表確定時の法令

で定める分配可能額(以下『「分配可能額」』という。)から２億円を控除した額を上限として、Ａ種優先株式

の全部または一部を１株あたり525円で当会社に対して償還(Ａ種優先株式を取得し、その対価として金銭を

交付することをいう。)を請求することができる。ただし、「分配可能額」は最終事業年度の貸借対照表確定時

に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を「分配可能額」から控除した金額とする。

(4) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(5) 株式の併合又は分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(6) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与

当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるとき

は、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の、募集株式の割当てを受

ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。

(7) 普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＡ種優先株式を取得し、その対価としてＡ種優先

株式１株あたり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求すること

ができる。

(イ)転換請求期間

　平成21年４月１日から平成29年３月31日までとする。

(ロ)転換の条件

(a) 当初転換価額

50円とする。

(b) 転換価額の修正

転換価額は、平成21年４月１日以降平成29年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで

の各転換請求可能日において、Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該

転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)に修正されるものとする(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされたＡ種優先株式を含むＡ種優先株式の全部に適用

されるものとする。)。ただし、当該平均値が当初転換価額の60％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を

受ける。)（以下「下限転換価額」という。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。ま

た、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「上限転

換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

(c) 転換価額の調整

Ａ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、

転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる

計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
　

　 　 　 　
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
　

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整

される。

(d) 転換により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換により交付

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換請求したＡ種優先株式の払込金額の総額

転換価額

　

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による

調整は行わない。

(8) 普通株式を対価とする取得条項

当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日

をもって取得し、その対価としてＡ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社

法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

(9) 優先順位

優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株

式に優先する。

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

四半期報告書

14/35



　

４　※３　Ｂ種優先株式の内容

Ｂ種優先株式に設定している「普通株式を対価とする取得請求権」には、株価を基準とする行使価額修正条項

が付されており、本株式取得の対価として交付される普通株式数は、下記（6）の方法により、取得請求権行使の

都度、上限転換価額（50円）および下限転換価額（40円）の範囲内で修正される転換価額に基づき算定されま

す。

なお、提出日現在発行されているＢ種優先株式の全てについて取得請求権が行使された場合、取得の対価とし

て交付され得る普通株式数は、最大147,500,000株（提出日現在の発行済株式総数に対する割合は100.50％）で

あります。

また、Ｂ種優先株式には、下記（2）および（7）のとおり「金銭を対価とする取得条項」および「普通株式を

対価とする取得条項」が設定されております。

株式の内容の詳細は、次のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)又はＢ種

優先株式の登録株式質権者(以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項

当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、いつでも、法令の手続に従いＢ

種優先株式を買受けることができる。

また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ｂ種優先

株式の全部または一部を取得することができる。ただし、Ｂ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式

の決定は、取締役会の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ｂ種優先株式１株につき

500円とする。

(3) 議決権

Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(4) 株式の併合又は分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(5) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与

当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるとき

は、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式の、募集株式の割当てを受

ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。

(6) 普通株式を対価とする取得請求権

Ｂ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＢ種優先株式を取得し、その対価としてＢ種優先

株式１株あたり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求すること

ができる。

(イ)転換請求期間

　平成18年４月１日から平成28年３月31日までとする。

(ロ)転換の条件

(a) 当初転換価額

50円とする。

(b) 転換価額の修正

転換価額は、平成18年４月１日以降平成28年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで

の各転換請求可能日において、Ｂ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該

転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)に修正されるものとする(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされたＢ種優先株式を含むＢ種優先株式の全部に適用

されるものとする。)。ただし、当該平均値が40円(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「下限転換価

額」という。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が50円(ただ

し、下記(c)の調整を受ける。)（以下「上限転換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上

限転換価額とする。
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(c) 転換価額の調整

Ｂ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、

転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる

計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
　

　 　 　 　
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
　

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整

される。

(d) 転換により交付すべき普通株式数

Ｂ種優先株式の転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。

　
転換により交付

すべき普通株式数
＝
Ｂ種優先株主が転換請求したＢ種優先株式の払込金額の総額

転換価額

　
交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調

整は行わない。

(7) 普通株式を対価とする取得条項

当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＢ種優先株式を、同期間の末日の翌日

をもって取得し、その対価としてＢ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社

法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

(8) 優先順位

優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株

式に優先する。

５　※４　単元株式数は1,000株であります。

６　※５　会社法第322条第２項の規定に基づく定款の定めは設けておりません。

７　資金調達手段を多様化し自己資本の充実を図るため、完全議決権株式である普通株式のほか、無議決権株式で

あるＡ種優先株式およびＢ種優先株式を発行いたしております。

８　Ａ種優先株主またはＢ種優先株主と当社の間に、Ａ種優先株式およびＢ種優先株式に設定された権利の行使、

または当該株式の売買に関して取決められた事項はありません。

９　Ｂ種優先株式のうち8,400,000株につきましては、現物出資（借入金(42億円)の株式化）により発行されたも

のであります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

①Ａ種優先株式

　 　
第４四半期会計期間

(平成22年１月１日から
平成22年３月31日まで)

第１四半期会計期間
(平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数

（株） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株
式数

（株） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行
使価額等

（円） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調
達額

（百万円） ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使
された当該行使価額修正条項付新株予約権付
社債券等の数の累計

（株） ― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の交付株式数

（株） ― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の平均行使価額等

（円） ― ―

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の資金調達額

（百万円） ― ―

　

②Ｂ種優先株式

　 　
第４四半期会計期間

(平成22年１月１日から
平成22年３月31日まで)

第１四半期会計期間
(平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数

（株） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株
式数

（株） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行
使価額等

（円） ― ―

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調
達額

（百万円） ― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使
された当該行使価額修正条項付新株予約権付
社債券等の数の累計

（株） ― 600,000

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の交付株式数

（株） ― 7,518,072

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の平均行使価額等

（円） ― 39.9

当該四半期会計期間の末日における当該行使
価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る
累計の資金調達額

（百万円） ― ―
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年６月30日 ― 146,772,037 ― 2,000 ― 500

　

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成22年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式
6,000,000

Ｂ種優先株式
11,800,000

―
「１　株式等の状況」「(1) 株式の
総数等」「②　発行済株式」の「内
容」欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 196,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

128,247,000
128,247 同上

単元未満株式 普通株式 529,037 ―
同上

一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 146,772,037― ―

総株主の議決権 ― 128,247 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式979株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
世紀東急工業株式会社

東京都港区芝公園
２―９―３

196,000 ― 196,000 0.13

計 ― 196,000 ― 196,000 0.13
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

(1)普通株式

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高(円) 86 98 66

最低(円) 57 56 51

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2)優先株式

①Ａ種優先株式

②Ｂ種優先株式

以上の各種優先株式は、いずれも金融商品取引所に上場されておりません。 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月1

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 797 533

受取手形・完成工事未収入金等 8,793 20,227

未成工事支出金 ※２
 5,766

※２
 5,156

材料貯蔵品 363 356

短期貸付金 5,727 4,154

その他 2,652 2,880

貸倒引当金 △109 △132

流動資産合計 23,990 33,176

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 6,971 6,887

機械、運搬具及び工具器具備品 15,695 15,521

土地 12,174 12,174

建設仮勘定 － 31

減価償却累計額 △18,448 △18,266

有形固定資産合計 16,393 16,349

無形固定資産 130 126

投資その他の資産

その他 ※１
 1,432

※１
 1,466

貸倒引当金 ※１
 △757

※１
 △769

投資その他の資産合計 675 696

固定資産合計 17,199 17,171

資産合計 41,189 50,348
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 14,569 22,857

短期借入金 1,000 10,665

未払法人税等 29 118

未成工事受入金 3,518 3,032

完成工事補償引当金 239 243

工事損失引当金 ※２
 263

※２
 236

賞与引当金 196 388

その他 705 959

流動負債合計 20,521 38,500

固定負債

長期借入金 9,150 －

退職給付引当金 3,524 3,469

その他 103 29

固定負債合計 12,777 3,498

負債合計 33,298 41,998

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 1,550 1,550

利益剰余金 4,355 4,806

自己株式 △19 △19

株主資本合計 7,886 8,337

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 12

評価・換算差額等合計 3 12

純資産合計 7,890 8,349

負債純資産合計 41,189 50,348
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 8,769 9,871

売上原価 7,925 9,201

売上総利益 844 669

販売費及び一般管理費 ※１
 1,126

※１
 1,005

営業損失（△） △282 △336

営業外収益

土地賃貸料 4 4

受取遅延利息 6 －

雑収入 4 7

営業外収益合計 15 11

営業外費用

支払利息 75 56

雑支出 12 10

営業外費用合計 88 66

経常損失（△） △355 △391

特別利益

固定資産売却益 6 0

貸倒引当金戻入額 4 21

ゴルフ会員権償還益 1 1

特別利益合計 12 22

特別損失

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 3 0

投資有価証券評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 54

その他 0 3

特別損失合計 5 59

税金等調整前四半期純損失（△） △348 △427

法人税、住民税及び事業税 25 ※２
 23

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △450

四半期純損失（△） △373 △450
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △348 △427

減価償却費 193 186

貸倒引当金の増減額（△は減少） 97 △21

賞与引当金の増減額（△は減少） △134 △191

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 55

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 54

受取利息及び受取配当金 △2 △2

支払利息 75 56

有形固定資産売却損益（△は益） △5 0

有形固定資産除却損 3 0

売上債権の増減額（△は増加） 11,142 11,435

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,716 △609

仕入債務の増減額（△は減少） △5,556 △8,288

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,541 485

未払消費税等の増減額（△は減少） △180 △235

その他 △41 191

小計 4,113 2,690

利息及び配当金の受取額 2 1

利息の支払額 △158 △128

法人税等の支払額 △76 △116

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,880 2,446

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △468 △94

有形固定資産の売却による収入 8 2

投資有価証券の売却による収入 8 －

貸付金の回収による収入 4 4

その他 △3 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △451 △95

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △579 －

長期借入れによる収入 － 10,150

長期借入金の返済による支出 △500 △10,665

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,080 △515

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,348 1,836

現金及び現金同等物の期首残高 880 4,675

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,229

※１
 6,511
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日   至  平成22年６月30日)

  会計処理基準に

  関する事項の変更

　
　
　

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。

  これにより、営業損失、経常損失はそれぞれ０百万円、税金等調整前四半期純

損失は54百万円、増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は、68百万円であります。

　

　

　

【簡便な会計処理】

　

    該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

    該当事項はありません。

　
【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日   至  平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表

等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

 

  前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「受取遅延利息」

（当第１四半期連結累計期間０百万円）は、金額が僅少となったため、当第１四半期連結累計期間に

おいては、「雑収入」に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生

     債権等」については、当該引当金（当第１四半期連

     結会計期間末21,859百万円）から直接減額しており

     ます。

※１ 債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生

     債権等」については、当該引当金（当連結会計年度

     末21,845百万円）から直接減額しております。

※２ 損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

     工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

     ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

     成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

     は170百万円であります。

※２ 損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

     工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

     ります。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

     成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

     は84百万円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

※１ 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

        従業員給料手当                  477百万円

        賞与引当金繰入額                 49

        退職給付費用                     78

        営業債権貸倒引当金繰入額        100

　　

 

３ 当社グループの売上高は、通常の営業の形態として

   下半期、特に第４四半期連結会計期間に完成する工

   事の割合が高く、業績の季節的変動が顕著でありま

   す。

※１ 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

        従業員給料手当                  453百万円

        賞与引当金繰入額                 64

        退職給付費用                     79

        

※２ 法人税等調整額は法人税、住民税及び事業税に

     含めて表示しております。

３ 同左

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

     貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

  現金預金勘定 2,341百万円

  その他の流動資産（注）      887

  現金及び現金同等物    3,229

　
 (注) 東急ファイナンスアンドアカウンティング
      株式会社がグループ各社に提供するキャッ
      シュマネジメントシステムによるものであ
      ります。

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

     貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

  現金預金 　797百万円

  その他の流動資産（注）    5,714

  現金及び現金同等物    6,511

　
 (注) 東急ファイナンスアンドアカウンティング
      株式会社がグループ各社に提供するキャッ
      シュマネジメントシステムによるものであ
      ります。
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日)

　

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 128,972,037

A種優先株式（株） 6,000,000

B種優先株式（株） 11,800,000

合計(株) 146,772,037

　
　
２ 自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 198,552

合計(株) 198,552
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日)
　

　
建設事業
(百万円)

舗装資材
製造販売
事業
(百万円)

不動産
事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,850 3,878 40 8,769 ― 8,769

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1,424 125 1,549 1,549 ―

計 4,850 5,302 166 10,319 1,549 8,769

営業利益又は営業損失（△) △64 476 26 438 720 △282

　

(注) (1) 事業区分の方法

           日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

(2) 各事業区分に属する主要な内容

  建設事業……………………………………舗装、土木その他建設工事全般に関する事業

  舗装資材製造販売事業……………………アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業

  不動産事業等………………………………不動産賃貸等その他事業

　

【所在地別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間

  在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。

　
【海外売上高】

  前第１四半期連結累計期間

  海外売上高がないため記載しておりません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

  当社グループは、当社の各事業管理部門を中心に建設事業及び舗装資材製造販売事業について、包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  従って、当社グループは、「建設事業」及び「舗装資材製造販売事業」の２つを報告セグメントとして

おります。

  「建設事業」は、舗装、土木その他建設工事全般に関する事業を、「舗装資材製造販売事業」は、アス

ファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至   平成22年６月30日)

(単位：百万円）

　 報告セグメント 　 　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

　 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

6,198 3,641 9,840 30 ― 9,871

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ 1,224 1,224 130 △1,354 ―

計 6,198 4,866 11,065 160 △1,354 9,871

セグメント利益 12 387 400 33 235 669

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

(注)２  セグメント利益の調整額の主なものは建設事業における間接費の配賦差額200百万円、予定配賦原価との差額

        60百万円であります。

(注)３  セグメント利益の四半期連結損益計算書計上額は売上総利益を記載しております。

　
（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日)

前連結会計年度末
（平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 △7.84円 △4.27円

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 7,890 8,349

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

8,900 8,900

（うち優先株式払込金額）(百万円) (8,900) (8,900)

普通株式に係る純資産額(百万円) △1,009 △550

普通株式の発行済株式数(千株) 128,972 128,972

普通株式の自己株式数(千株) 198 196

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（千株）

128,773 128,775

　

２  １株当たり四半期純損失

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失 2.58円 3.07円

潜在株式調整後1株当たり四半期純利益                        ─

潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式
は存在するものの、1株当たり四
半期純損失であるため記載して
おりません。

                       ─

潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式
は存在するものの、1株当たり四
半期純損失であるため記載して
おりません。

(注) １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

四半期純損失(百万円) 373 450

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 373 450

普通株式の期中平均株式数(千株) 144,590 146,574
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日   至  平成22年６月30日)

自己株式（優先株式）の取得について

  当社は、平成22年７月22日開催の取締役会において、当社Ａ種優先株式の一部および当社Ｂ種優先株式の一部に

ついて、当社定款に定める取得条項に基づき、取得することを決議しました。

 
１．取得の理由

    優先株式が普通株式に転換されることによる普通株式の希薄化を抑制するため

２．取得の内容

    (1)Ａ種優先株式の取得       

       取得株式の総数　　  1,000,000株

       取得価額の総額　　  525,000,000円

       取得予定日　　　　  平成22年８月31日

       取得する相手方　　  東急建設株式会社

    (2)Ｂ種優先株式の取得       

       取得株式の総数　　  1,970,000株

       取得価額の総額　　  985,000,000円

       取得予定日　　　　  平成22年８月31日

       取得する相手方　　  フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合
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２ 【その他】

  該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

四半期報告書

33/35



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月10日

世紀東急工業株式会社

　　　取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　唐　澤　　　洋　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　尾　浩　明　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている世紀

東急工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

世紀東急工業株式会社

　　　取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　唐　澤　　　洋　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　尾　浩　明　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている世紀

東急工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められな

かった。

　
追記情報　　　

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年７月22日開催の取締役会において、Ａ種優先

株式の一部およびＢ種優先株式の一部について、定款に定める取得条項に基づき、取得する事を決議してい

る。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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